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運 用 報 告 書（全体版） 
第22期＜決算日2022年８月29日＞ 

 

 

 当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 
信 託 期 間 2000年８月30日から無期限です。 
運 用 方 針 マクロの投資環境の変化に応じて、その時々で最適と判断される投資スタイルで運用を行います。 

主要投資対象 
Ｏｎｅ国内株オープン 

Ｏｎｅ国内株オープンマザーファ
ンド受益証券を主要投資対象とし
ます。 

Ｏｎｅ国内株オープン 
マ ザ ー フ ァ ン ド 

わが国の上場株式を主要投資対
象とします。 

運 用 方 法 

「東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）」を運用に当たって
のベンチマークとし、ベンチマークを上回る投資
効果をめざします。 
マザーファンドにおいては、通貨動向、市場関係
指標、景気指標等の調査に基づき、マクロ投資環
境を見極めます。 
投資環境の変化に応じて、成長系（グロース系）、
割安系（バリュー系）、大型、中小型といった視点
等から、その時々で最適と思われる投資スタイル
を採用します。 
個別銘柄の選択は、利益成長、資本効率、キャッ
シュフローベースの企業価値等の視点から、成長
力および割安性その他の要因を見極めて行います｡ 

組 入 制 限 
Ｏｎｅ国内株オープン マザーファンド受益証券への投資割合には、制限を設けません。 
Ｏｎｅ国内株オープン 
マ ザ ー フ ァ ン ド 

株式への投資（新株引受権証券お
よび新株予約権証券を含みま
す。）には、制限を設けません。 

分 配 方 針 

決算日（原則として８月29日。休業日の場合は翌
営業日。）に、配当収入および売買益（評価益を含
みます。）等については信託財産に留保することを
基本としつつ、市場金利水準、市況動向、基準価
額水準等を勘案した上で、分配金額を決定します｡ 
ただし、分配対象額が少額の場合は分配を行わな
い場合があります。 

 <運用報告書に関するお問い合わせ先> 
コールセンター：0120-104-694 
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで 
お客さまのお取引内容につきましては、購入された 
販売会社にお問い合わせください。 

 
愛称：自由演技 

 

受益者の皆さまへ 
 

毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。 
 
さて、「Ｏｎｅ国内株オープン」は、

2022年８月29日に第22期の決算を行
いました。ここに、運用経過等をご報告
申し上げます。 
 
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。 
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Ｏｎｅ国内株オープン 
 
■最近５期の運用実績  
決 算 期 

基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式 
組 入 比 率 

株 式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 （分配落） 税込み 分配金 

期 中 
騰落率 （ベンチマーク） 

期 中 
騰落率 

 円 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 百万円 
18期（2018年８月29日） 22,588 0 13.8 1,739.60 8.9 99.2 － 26,584 
19期（2019年８月29日） 19,416 0 △14.0 1,490.17 △14.3 99.6 － 21,797 
20期（2020年８月31日） 22,871 0 17.8 1,618.18 8.6 99.1 － 16,852 
21期（2021年８月30日） 28,882 0 26.3 1,950.14 20.5 99.0 0.5 14,017 
22期（2022年８月29日） 29,721 0 2.9 1,944.10 △0.3 97.5 1.3 15,621 

（注１）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注３） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社

（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウおよび同指
数にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。ＪＰＸは、同指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延また
は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、本商品の設定、販売および販売促
進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません（以下同じ）。 

（注４）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
 
■当期中の基準価額と市況の推移  

年 月 日 
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式 

組 入 比 率 
株 式 
先 物 比 率  騰 落 率 （ベンチマーク） 騰 落 率 

（期 首） 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 
2021年８月30日 28,882 － 1,950.14 － 99.0 0.5 

８月末 29,072 0.7 1,960.70 0.5 98.7 0.5 
９月末 30,831 6.7 2,030.16 4.1 96.6 2.0 
10月末 30,572 5.9 2,001.18 2.6 95.7 3.0 
11月末 30,039 4.0 1,928.35 △1.1 96.8 2.5 
12月末 30,693 6.3 1,992.33 2.2 98.0 1.5 

2022年１月末 28,433 △1.6 1,895.93 △2.8 98.4 1.2 
２月末 28,356 △1.8 1,886.93 △3.2 97.0 2.3 
３月末 29,960 3.7 1,946.40 △0.2 96.0 2.2 
４月末 28,869 △0.0 1,899.62 △2.6 96.3 2.6 
５月末 28,924 0.1 1,912.67 △1.9 95.8 3.9 
６月末 28,095 △2.7 1,870.82 △4.1 96.1 1.8 
７月末 29,394 1.8 1,940.31 △0.5 94.5 4.8 

（期 末）       
2022年８月29日 29,721 2.9 1,944.10 △0.3 97.5 1.3 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2021年８月31日から2022年８月29日まで） 
 
基準価額等の推移 
 

 

 
（注１） 分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも

のです。 
（注２） 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。 
（注３） 分配金再投資基準価額およびベンチマークは、期首の基準価額に合わせて指数化しています。 

 
基準価額の主な変動要因 
国内株式市場は下落したものの、下落幅が小幅な水準に留まる中、ポートフォリオに組入れた大型の
割安株、中小型の成長株の株価上昇により、ベンチマークであるＴＯＰＩＸ対比で銘柄選択効果がプラ
スに効きました。また、中小型株全体が下落した局面で、中小型株の組入比率を増やし、その後に発生
した中小型株のリバウンドをファンドリターンに変換できたこと、などから基準価額は上昇しました。 
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投資環境 
当期の株式市場は、小幅に下落しました。米国においてインフレが顕在化し、米国金融政策が引締め
方向に転換したこと、ロシアによるウクライナ侵攻により地政学リスク、世界経済の混乱リスクが高
まったこと、などがマイナスに働いたものの、日米金融政策スタンスの違いから円安が進み、外需系企
業を中心に企業業績の改善期待が高まったことなどから、期末にかけて戻りを試す展開となりました。 
 
ポートフォリオについて 
●当ファンド 
当ファンドの主要投資対象はＯｎｅ国内株オープンマザーファンドであり、マザーファンドの組入比
率は期を通じて高位に維持するよう運用しました。 
 
●Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンド 
期を通して、大型株をコアで保有する一方で、中小型株の組入れは限定的としました。期中において、
株式市場全体で小型成長株の株価が下落した局面において、一時的に中小型株の保有ウェイトを高めた
時期もありましたが、組入れた中小型株の株価がリバウンドした際には速やかにウェイトダウンを行い
ました。期末にかけても、グロース／バリュー、大型／中小型のスタイルリスクを限定的に留めたポー
トフォリオを維持しました。 
 
【Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンドの運用状況】 
○組入上位10業種 
期首（前期末）  期末  
No. 業種 比率  No. 業種 比率 
１ 電気機器 19.1％  １ 電気機器 19.6％ 
２ 情報・通信業 16.4  ２ 情報・通信業 18.0 
３ 機械 6.4  ３ 輸送用機器 6.8 
４ サービス業 5.4 

 
４ サービス業 5.7 

５ 化学 5.3 ５ 機械 4.5 
６ 精密機器 5.0 ６ 卸売業 4.5 
７ 輸送用機器 4.8  ７ 銀行業 4.4 
８ 医薬品 3.9  ８ 化学 4.1 
９ 銀行業 3.9  ９ 医薬品 4.0 
10 卸売業 3.4  10 保険業 3.4 
（注１）比率は、Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 
（注２）業種は東証33業種分類によるものです。 
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○組入上位10銘柄（現物） 
期首（前期末）  期末  
No. 銘柄名 通貨 比率  No. 銘柄名 通貨 比率 
１ ソニーグループ 日本・円 3.6％  １ トヨタ自動車 日本・円 3.9％ 
２ エムアップホールディングス 日本・円 3.5  ２ ソニーグループ 日本・円 3.1 
３ トヨタ自動車 日本・円 3.0  ３ エムアップホールディングス 日本・円 2.2 
４ キーエンス 日本・円 3.0 

 
４ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 日本・円 2.2 

５ ソフトバンクグループ 日本・円 2.5 ５ キーエンス 日本・円 2.0 
６ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 日本・円 2.2 ６ 三井住友フィナンシャルグループ 日本・円 1.8 
７ ダイキン工業 日本・円 1.9  ７ 日立製作所 日本・円 1.8 
８ 日立製作所 日本・円 1.7  ８ Ｔ＆Ｄホールディングス 日本・円 1.7 
９ 村田製作所 日本・円 1.6  ９ 日本電信電話 日本・円 1.5 
10 三井住友フィナンシャルグループ 日本・円 1.6  10 第一三共 日本・円 1.5 

組入銘柄数 158銘柄  組入銘柄数 174銘柄 
（注）比率は、Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 
 
ベンチマークとの差異について 
ベンチマークであるＴＯＰＩＸは0.31％下落しました。当ファンドはベンチマークであるＴＯＰＩＸ
を3.21％上回りました。期を通して大型株をコア保有とし、限定的に保有していた中小型株の中で、堅
調な株価推移をした銘柄がいくつかあったことなどが、ベンチマークを上回った要因になりました。個
別銘柄では、ミュージシャンなどのファンサイトの運営をする「エムアップホールディングス」、化粧品
をオンライン中心に販売する「アイスタイル」などの保有がプラス寄与しました。 
 
 

 
（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 
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分配金 
当期の収益分配金につきましては運用実績等を勘案し、無分配とさせていただきました。なお、収益
分配金に充てなかった利益は信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。 
 
■分配原資の内訳（１万口当たり） 

項目 
当期 

2021年８月31日 
～2022年８月29日 

当期分配金（税引前） －円 
対基準価額比率 －％ 
当期の収益 －円 
当期の収益以外 －円 

翌期繰越分配対象額 19,720円 

（注１） ｢当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切捨
てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金 
(税引前）」の額が一致しない場合があります。 

（注２） 当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引前)｣ 
の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの
収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五入して
います。 

（注３） ｢当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控
除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配に充
当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準備積立
金」および「収益調整金」から分配に充当した金額です。 

 

 
今後の運用方針 
●当ファンド 
当ファンドの運用方針については、引き続きＯｎｅ国内株オープンマザーファンドを組入れることに
より、実質的な運用を当該マザーファンドにて行います。今後もマザーファンドの組入比率を高位に維
持します。 
 
●Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンド 
引き続きマクロの投資環境の変化に応じて、投資スタイルを適宜変更します。業績拡大期待の高い銘
柄や、収益性・資産価値・配当を含む株主還元姿勢の面から見た株価バリュエーションが割安な銘柄の
組入比率を高めていく方針です。大型株・小型株の組入比率、バリュー株・グロース株の組入比率も、
相場環境を見ながら柔軟に比率を変更していきます。 
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■１万口当たりの費用明細  

項目 

第22期 

項目の概要 （2021年８月31日 
～2022年８月29日） 
金額 比率 

（a） 信託報酬 518円 1.755％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
期中の平均基準価額は29,492円です。 

（投信会社） （247） （0.836） 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価 

（販売会社） （247） （0.836） 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価 

（受託会社） （ 24） （0.082） 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価 

（b）売買委託手数料 26 0.088 （b）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料 

（株式） （ 26） （0.088）  
（先物・オプション） （ 0） （0.001）  

（c） その他費用 0 0.002 （c）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 
（監査費用） （ 0） （0.002） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用 

合計 544 1.845  
（注１） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。なお、売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応
するものを含みます。 

（注２） 金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注３） 比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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■親投資信託受益証券の設定、解約状況（2021年８月31日から2022年８月29日まで）  
 設 定 解 約 
 口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 

Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンド 1,726,956 2,606,460 1,110,070 1,721,360 
 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合  

項 目 Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンド 
（a） 期 中 の 株 式 売 買 金 額 46,998,153千円 
（b）期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 27,546,683千円 
（c） 売 買 高 比 率（a）／（b） 1.70 
（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。 
 
■利害関係人との取引状況等（2021年８月31日から2022年８月29日まで）  
【Ｏｎｅ国内株オープンにおける利害関係人との取引状況等】 
（1）期中の利害関係人との取引状況 

期中の利害関係人との取引はありません。 
 
（2）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

項 目 当 期 
売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） 12,694千円 
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額（Ｂ） 1,086千円 

（Ｂ）／（Ａ） 8.6％ 
（注）売買委託手数料総額は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 
 
【Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンドにおける利害関係人との取引状況等】 
（1）期中の利害関係人との取引状況 

決 算 期 当          期 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 24,458 2,152 8.8 22,539 1,843 8.2 
 
平均保有割合 50.3％ 

 
（注）平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファンドのマザーファンド所有口数の割合。 
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（2）利害関係人の発行する有価証券等 

種 類 当          期 
買 付 額 売 付 額 当期末保有額 

 百万円 百万円 百万円 
株 式 － － 26 
 
（3）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券 

種 類 当 期 
買 付 額 

 百万円 
株 式 67 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券、みずほフィナンシャルグループです。 

 
■組入資産の明細  
親投資信託残高 

 期首(前 期 末) 当 期 末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンド 9,478,294 10,095,180 15,612,196 
 
■投資信託財産の構成 2022年８月29日現在 
 

項         目 当    期    末 
評 価 額 比   率 

 千円 ％ 
Ｏ ｎ ｅ 国 内 株 オ ー プ ン マ ザ ー フ ァ ン ド 15,612,196 99.0 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 165,008 1.0 
投 資 信 託 財 産 総 額 15,777,204 100.0 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
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■資産、負債、元本および基準価額の状況 
(2022年８月29日)現在 

項 目 当 期 末 
（A） 資 産 15,777,204,965円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 165,008,288 
Ｏ ｎｅ国内株オープン 
マザーファンド(評価額) 15,612,196,677 

（B） 負 債 155,364,899 

未 払 解 約 金 28,556,259 

未 払 信 託 報 酬 126,696,292 

そ の 他 未 払 費 用 112,348 
（C） 純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 15,621,840,066 

元 本 5,256,168,491 
次 期 繰 越 損 益 金 10,365,671,575 

（D） 受 益 権 総 口 数 5,256,168,491口 
１万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 29,721円 

（注）期首における元本額は4,853,303,818円、当期中における追加
設 定 元 本 額 は 1,652,345,766 円 、 同 解 約 元 本 額 は
1,249,481,093円です。 

■損益の状況 
当期 自2021年８月31日 至2022年８月29日 

項 目 当   期 
（A） 配 当 等 収 益 △12,431円 

受 取 利 息 1,265 
支 払 利 息 △13,696 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 631,975,418 
売 買 益 748,625,526 
売 買 損 △116,650,108 

（C） 信 託 報 酬 等 △253,259,174 
（D） 当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 378,703,813 
（E） 前 期 繰 越 損 益 金 2,616,514,363 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 7,370,453,399 

(配 当 等 相 当 額) (4,928,111,399) 
(売 買 損 益 相 当 額) (2,442,342,000) 

（G） 合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 10,365,671,575 
次 期 繰 越 損 益 金（Ｇ） 10,365,671,575 
追 加 信 託 差 損 益 金 7,370,453,399 
(配 当 等 相 当 額) (4,936,859,018) 
(売 買 損 益 相 当 額) (2,433,594,381) 
分 配 準 備 積 立 金 2,995,218,176 

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます｡ 
（注２）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表

示しています。 
（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
（注４）分配金の計算過程 

項       目 当   期 
(ａ) 経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 182,354,109円 
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 196,349,704 
(ｃ) 収 益 調 整 金 7,370,453,399 
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 2,616,514,363 
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 10,365,671,575 
(ｆ) １万口当たり当期分配対象額 19,720.97 
(ｇ) 分 配 金 0 
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 0 
 

 
■分配金のお知らせ 
 
当期の収益分配金につきましては運用実績等を勘案し、無分配とさせていただきました。 
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Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンド 
運用報告書 

第４期（決算日 2022年８月29日） 
（計算期間 2021年８月31日～2022年８月29日） 

 
Ｏｎｅ国内株オープンマザーファンドの第４期の運用状況をご報告申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。  
信 託 期 間 2019年２月22日から無期限です。 

運 用 方 針 マクロの投資環境の変化に応じて、その時々で最適と判断される投資スタイルで運用を行います。 
主 要 投 資 対 象 わが国の上場株式を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 株式への投資（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）には、制限を設けません。 
 
■設定以来の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 東証株価指数(ＴＯＰＩＸ) 

株 式 
組 入 比 率 

株 式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

 期 中 
騰 落 率 (ベンチマーク) 

期 中 
騰 落 率 

 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 百万円 
（設 定 日）   （２月21日）     
2019年２月22日 10,000 － 1,613.50 － － － 25,241 

１期（2019年８月 29日） 9,616 △3.8 1,490.17 △7.6 99.4 － 23,185 
２期（2020年８月 31日） 11,522 19.8 1,618.18 8.6 99.1 － 46,741 
３期（2021年８月 30日） 14,780 28.3 1,950.14 20.5 99.0 0.5 28,527 
４期（2022年８月 29日） 15,465 4.6 1,944.10 △0.3 97.6 1.3 31,823 

（注１）設定日の基準価額は設定当初の金額、純資産総額は設定当初の元本額を表示しております。 
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注３） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社

（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウおよび同指
数にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。ＪＰＸは、同指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延また
は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、本商品の設定、販売および販売促
進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません（以下同じ）。 

（注４）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
 



 
100_3745853712210.doc 

― 12 ― 

■当期中の基準価額と市況の推移  
年 月 日 

基 準 価 額 東証株価指数(ＴＯＰＩＸ) 株 式 
組 入 比 率 

株 式 
先 物 比 率  騰 落 率 (ベンチマーク) 騰 落 率 

（期 首） 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 
2021年８月30日 14,780 － 1,950.14 － 99.0 0.5 

８月末 14,878 0.7 1,960.70 0.5 98.8 0.5 
９月末 15,796 6.9 2,030.16 4.1 96.7 2.0 
10月末 15,682 6.1 2,001.18 2.6 95.8 3.0 
11月末 15,430 4.4 1,928.35 △1.1 96.9 2.5 
12月末 15,788 6.8 1,992.33 2.2 98.0 1.5 

2022年１月末 14,647 △0.9 1,895.93 △2.8 98.3 1.2 
２月末 14,627 △1.0 1,886.93 △3.2 97.1 2.3 
３月末 15,480 4.7 1,946.40 △0.2 96.0 2.2 
４月末 14,935 1.0 1,899.62 △2.6 96.4 2.6 
５月末 14,987 1.4 1,912.67 △1.9 95.9 3.9 
６月末 14,579 △1.4 1,870.82 △4.1 96.2 1.8 
７月末 15,274 3.3 1,940.31 △0.5 94.6 4.9 

（期 末）       
2022年８月29日 15,465 4.6 1,944.10 △0.3 97.6 1.3 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2021年８月31日から2022年８月29日まで） 
 
  

 
基準価額の推移 
当期末の基準価額は15,465円となり、前期末比から4.63％上昇しました。 
 
基準価額の主な変動要因 
国内株式市場は下落したものの、下落幅が小幅な水準に留まる中、ポートフォリオに組入れた大型の
割安株、中小型の成長株の株価上昇により、ベンチマークであるＴＯＰＩＸ対比で銘柄選択効果がプラ
スに効きました。また、中小型株全体が下落した局面で、中小型株の組入比率を増やし、その後に発生
した中小型株のリバウンドをファンドリターンに変換できたこと、などから基準価額は上昇しました。 
 
投資環境 
当期の株式市場は、小幅に下落しました。米国においてインフレが顕在化し、米国金融政策が引締め
方向に転換したこと、ロシアによるウクライナ侵攻により地政学リスク、世界経済の混乱リスクが高まっ
たこと、などがマイナスに働いたものの、日米金融政策スタンスの違いから円安が進み、外需系企業を
中心に企業業績の改善期待が高まったことなどから、期末にかけて戻りを試す展開となりました。 
 
ポートフォリオについて 
期を通して、大型株をコアで保有する一方で、中小型株の組入れは限定的としました。期中において、
株式市場全体で小型成長株の株価が下落した局面において、一時的に中小型株の保有ウェイトを高めた
時期もありましたが、組入れた中小型株の株価がリバウンドした際には速やかにウェイトダウンを行い
ました。期末にかけても、グロース／バリュー、大型／中小型のスタイルリスクを限定的に留めたポー
トフォリオを維持しました。 
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【運用状況】 
○組入上位10業種 
期首（前期末）  期末  
No. 業種 比率  No. 業種 比率 
１ 電気機器 19.1％  １ 電気機器 19.6％ 
２ 情報・通信業 16.4  ２ 情報・通信業 18.0 
３ 機械 6.4  ３ 輸送用機器 6.8 
４ サービス業 5.4 

 
４ サービス業 5.7 

５ 化学 5.3 ５ 機械 4.5 
６ 精密機器 5.0 ６ 卸売業 4.5 
７ 輸送用機器 4.8  ７ 銀行業 4.4 
８ 医薬品 3.9  ８ 化学 4.1 
９ 銀行業 3.9  ９ 医薬品 4.0 
10 卸売業 3.4  10 保険業 3.4 
（注１） 比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 
（注２） 業種は東証33業種分類によるものです。 
 
○組入上位10銘柄（現物） 
期首（前期末）  期末  
No. 銘柄名 通貨 比率  No. 銘柄名 通貨 比率 
１ ソニーグループ 日本・円 3.6％  １ トヨタ自動車 日本・円 3.9％ 
２ エムアップホールディングス 日本・円 3.5  ２ ソニーグループ 日本・円 3.1 
３ トヨタ自動車 日本・円 3.0  ３ エムアップホールディングス 日本・円 2.2 
４ キーエンス 日本・円 3.0 

 
４ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 日本・円 2.2 

５ ソフトバンクグループ 日本・円 2.5 ５ キーエンス 日本・円 2.0 
６ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 日本・円 2.2 ６ 三井住友フィナンシャルグループ 日本・円 1.8 
７ ダイキン工業 日本・円 1.9  ７ 日立製作所 日本・円 1.8 
８ 日立製作所 日本・円 1.7  ８ Ｔ＆Ｄホールディングス 日本・円 1.7 
９ 村田製作所 日本・円 1.6  ９ 日本電信電話 日本・円 1.5 
10 三井住友フィナンシャルグループ 日本・円 1.6  10 第一三共 日本・円 1.5 

組入銘柄数 158銘柄  組入銘柄数 174銘柄 
（注）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 
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ベンチマークとの差異について 
ベンチマークであるＴＯＰＩＸは0.31％下落しました。当ファンドはベンチマークであるＴＯＰＩＸ
を4.94％上回りました。期を通して大型株をコア保有とし、限定的に保有していた中小型株の中で、堅
調な株価推移をした銘柄がいくつかあったことなどが、ベンチマークを上回った要因になりました。個
別銘柄では、ミュージシャンなどのファンサイトの運営をする「エムアップホールディングス」、化粧
品をオンライン中心に販売する「アイスタイル」などの保有がプラス寄与しました。 
 
今後の運用方針 
引き続きマクロの投資環境の変化に応じて、投資スタイルを適宜変更します。業績拡大期待の高い銘
柄や、収益性・資産価値・配当を含む株主還元姿勢の面から見た株価バリュエーションが割安な銘柄の
組入比率を高めていく方針です。大型株・小型株の組入比率、バリュー株・グロース株の組入比率も、
相場環境を見ながら柔軟に比率を変更していきます。 
 



 
100_3745853712210.doc 

― 16 ― 

■１万口当たりの費用明細 
 

項目 
当期 

項目の概要 
金額 比率 

（a）売買委託手数料 13円 0.088％ （a）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料 （株式） （13） （0.088） 

（先物・オプション） （ 0） （0.001）  
合計 13 0.088  

期中の平均基準価額は15,214円です。  
（注１）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注２）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 
■売買及び取引の状況（2021年８月31日から2022年８月29日まで） 
 
（1）株式 

 買 付 売 付 
株 数 金 額 株 数 金 額 

  千株 千円 千株 千円 

国 内 上 場 13,423.6 24,458,375 12,242.2 22,539,778 
(888) (－)   

（注１）金額は受渡代金です。 
（注２）（ ）内は株式分割、増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 
 
（2）先物取引の種類別取引状況 

種 類 別 買 建 売 建 
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額 

国
内 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
株 式 先 物 取 引 6,118 5,912 － － 

（注）金額は受渡代金です。 

 



 
100_3745853712210.doc 

― 17 ― 

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
 

項     目 当     期 
(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 46,998,153千円 
(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 27,546,683千円 
(c) 売 買 高 比 率(a)／(b) 1.70 
（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。 

 
■利害関係人との取引状況等（2021年８月31日から2022年８月29日まで） 
 
（1）期中の利害関係人との取引状況 

決 算 期 当          期 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 24,458 2,152 8.8 22,539 1,843 8.2 
 
（2）利害関係人の発行する有価証券等 

種 類 当          期 
買 付 額 売 付 額 当期末保有額 

 百万円 百万円 百万円 
株 式 － － 26 
 
（3）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券 

種 類 当 期 
買 付 額 

 百万円 
株 式 67 

 
（4）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

項          目 当          期 
売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ) 25,259千円 
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額（Ｂ) 2,162千円 

（Ｂ)／(Ａ） 8.6％ 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券、みずほフィナンシャルグループです。 
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■組入資産の明細 
（1）国内株式 

銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
鉱業（0.6％）    
ＩＮＰＥＸ 140 110 175,340 

建設業（1.6％）    
ウエストホールディングス 19 27 118,530 
大成建設 51 45 184,950 
大和ハウス工業 75 60 188,640 
住友電設 33 － － 
エクシオグループ 36 － － 
テスホールディングス 40 － － 

食料品（2.7％）    
アサヒグループホールディングス － 43 201,240 
サントリー食品インターナショナル － 23 117,760 
味の素 60 55 206,910 
ニチレイ 55 － － 
東洋水産 － 37 209,050 
日本たばこ産業 60 50 118,200 
ジェイフロンティア 12.5 － － 

繊維製品（－％）    
グンゼ 15 － － 

化学（4.2％）    
信越化学工業 24 22 361,570 
堺化学工業 － 38 74,290 
東京応化工業 11 － － 
三菱ケミカルグループ 160 － － 
ＫＨネオケム － 55 139,700 
ＵＢＥ 35 － － 
扶桑化学工業 － 30 103,350 
ＡＤＥＫＡ 50 － － 
花王 44 25 151,900 
富士フイルムホールディングス 35 33 234,762 
マンダム 45 － － 
ファンケル － 40 111,840 
東洋合成工業 － 6 48,000 
バルカー － 32 86,624 

医薬品（4.1％）    
武田薬品工業 58 78 298,038 
アステラス製薬 130 130 256,490 
中外製薬 50 20 72,840 
そーせいグループ 48 100 171,400 
第一三共 119.2 114.2 469,133 
ファンペップ 130 － － 

石油・石炭製品（0.8％）    
ＥＮＥＯＳホールディングス 587.3 450 236,655 

ゴム製品（0.3％）    
横浜ゴム 60 35 79,485 
ＴＯＹＯ ＴＩＲＥ 30 － － 

銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
ガラス・土石製品（0.4％）    
東洋炭素 － 35 114,800 

鉄鋼（0.3％）    
神戸製鋼所 280 － － 
大和工業 － 20 98,500 

非鉄金属（1.6％）    
三菱マテリアル 65 － － 
住友金属鉱山 － 28 122,836 
ＵＡＣＪ 40 － － 
住友電気工業 110 120 192,480 
フジクラ － 80 79,120 
昭和電線ホールディングス 55 55 100,595 

金属製品（0.7％）    
トーカロ － 75 95,400 
ＲＳ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ － 19 131,860 
ＬＩＸＩＬ 47 － － 

機械（4.6％）    
アマダ 130 － － 
旭ダイヤモンド工業 － 145 115,275 
ＳＭＣ 5.1 5 323,100 
小松製作所 － 60 175,440 
ローツェ 10 － － 
荏原製作所 23 18 93,960 
ダイキン工業 20.5 18 434,880 
ダイフク 13 － － 
ＣＫＤ － 34 61,880 
平和 65 － － 
ＳＡＮＫＹＯ 40 － － 
日本トムソン － 210 121,170 
三菱重工業 25 － － 
ＩＨＩ 52 30 106,950 

電気機器（20.0％）    
イビデン 17 16 68,000 
日立製作所 80.6 82 564,242 
三菱電機 148 60 83,550 
富士電機 27.4 24 141,840 
日本電産 22 19 169,841 
ダイヘン － 49 201,145 
ＳＥＭＩＴＥＣ － 15 129,900 
テラプローブ － 37 53,169 
Ｉ－ＰＥＸ 55 50 68,700 
日新電機 － 66 98,142 
日本電気 37.2 － － 
富士通 － 12 195,120 
ルネサスエレクトロニクス － 100 130,400 
アルバック 13 － － 
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銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
パナソニック ホールディングス － 140 155,400 
アンリツ 49 49 79,576 
富士通ゼネラル 35 － － 
ソニーグループ 92 88 993,960 
ＴＤＫ 18 60 290,700 
ローランド ディー．ジー． 30 － － 
ヨコオ － 30 64,920 
ヒロセ電機 － 12 233,160 
日本航空電子工業 － 48 110,016 
横河電機 － 50 121,450 
日本電子材料 － 33 52,239 
キーエンス 13 12 625,200 
シスメックス － 9 75,312 
キョウデン － 130 77,350 
フェローテックホールディングス － 30 91,200 
レーザーテック － 1 19,070 
日本アビオニクス － 22 61,842 
カシオ計算機 85 － － 
ファナック 6 4 89,780 
エンプラス － 19 79,800 
ローム 16 13 133,120 
新光電気工業 － 23.2 87,928 
太陽誘電 21 － － 
村田製作所 50.4 42 313,656 
キヤノン － 57 193,002 
東京エレクトロン 9.1 8.5 370,005 

輸送用機器（7.0％）    
デンソー － 14 105,770 
いすゞ自動車 105 － － 
トヨタ自動車 90 600 1,254,000 
ＮＯＫ － 90 109,890 
マツダ － 120 147,120 
本田技研工業 50 80 293,520 
スズキ 42.8 34 162,214 
ＳＵＢＡＲＵ － 40 97,920 

精密機器（2.5％）    
テルモ 72 23 102,304 
ナカニシ － 40 102,760 
トプコン 61 55 101,970 
オリンパス 105 77 227,843 
ＨＯＹＡ 23.4 18 256,320 
シード 90 － － 
ノーリツ鋼機 78 － － 
ニプロ 90 － － 

その他製品（2.5％）    
ブロッコリー 61 61 68,930 
トランザクション 19 － － 
バンダイナムコホールディングス 33.3 30 308,550 

銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
大日本印刷 49 － － 
任天堂 6.7 7 400,680 

電気・ガス業（0.6％）    
イーレックス － 70 194,040 

陸運業（1.3％）    
西日本旅客鉄道 20 22 114,664 
東海旅客鉄道 14.7 12 190,500 
ＮＩＰＰＯＮ ＥＸＰＲＥＳＳホールディングス － 15 113,850 

海運業（0.6％）    
商船三井 27 50 185,000 

空運業（0.5％）    
日本航空 － 60 150,720 

情報・通信業（18.5％）    
日鉄ソリューションズ 25 51 190,230 
ファインデックス 55 － － 
アイスタイル － 180 91,620 
エムアップホールディングス 326 492.9 701,889 
オークファン 160 － － 
じげん 170 － － 
ＣＡＲＴＡ ＨＯＬＤＩＮＧＳ － 107.5 188,877 
セレス － 50 57,300 
ＧＭＯグローバルサイン・ホールディングス 15 － － 
クラウドワークス － 55 79,420 
マイネット － 90 45,360 
Ｕｂｉｃｏｍホールディングス 13 23 60,145 
ユーザベース － 240 153,120 
マネーフォワード － 26 88,660 
ＧＭＯフィナンシャルゲート － 0.5 7,355 
ニューラルポケット 15 － － 
プラスアルファ・コンサルティング － 16 36,416 
プレイド 20 － － 
ココペリ 8 34 28,254 
ヤプリ 8 － － 
ＥＮＥＣＨＡＮＧＥ 23 － － 
ＫＡＩＺＥＮ ＰＬＡＴＦＯＲＭ 30 － － 
ココナラ 20 － － 
ＡＰＰＩＥＲ ＧＲＯＵＰ － 130 152,230 
ビジョナル 5 7 51,310 
サスメド － 180 195,840 
モビルス 5.2 － － 
シンプレクス・ホールディングス － 100 205,200 
ラクスル － 28 58,296 
メルカリ － 55 123,585 
ギフティ － 50 98,650 
ＪＭＤＣ 10 15 98,850 
フジ・メディア・ホールディングス 70 － － 
Ｚホールディングス 196 80 33,016 
伊藤忠テクノソリューションズ 28 － － 
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銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
電通国際情報サービス 52 38 167,580 
ネットワンシステムズ 24 65 200,850 
マーベラス － 163 110,351 
エイベックス 60 250 394,750 
ＢＩＰＲＯＧＹ － 50 152,250 
ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ ＨＯＬＤＩＮＧＳ 20 － － 
日本電信電話 120 130 487,890 
ＫＤＤＩ 95 70 294,980 
ソフトバンク 100 120 180,540 
ＫＡＤＯＫＡＷＡ 34 35 103,040 
エヌ・ティ・ティ・データ － 100 192,400 
スクウェア・エニックス・ホールディングス 18.1 － － 
カプコン 35 40 147,400 
コナミグループ 16.1 15 106,350 
ソフトバンクグループ 116.1 83 456,168 

卸売業（4.6％）    
マクニカホールディングス － 45 130,815 
ビューティガレージ － 34 97,784 
歯愛メディカル 5 10 51,300 
伊藤忠商事 88 90 345,150 
丸紅 235 180 257,760 
三菱商事 95 100 452,800 
加賀電子 45 21 83,475 

小売業（2.7％）    
エービーシー・マート 15 16 89,440 
マツキヨココカラ＆カンパニー － 25 136,000 
物語コーポレーション 12 － － 
ウエルシアホールディングス 26 － － 
ゴルフダイジェスト・オンライン － 45 97,470 
ＢＥＥＮＯＳ 17 45 107,910 
セブン＆アイ・ホールディングス 52 30 168,630 
ＦＯＯＤ ＆ ＬＩＦＥ ＣＯＭＰＡＮＩＥＳ 27 － － 
ワークマン 11.4 － － 
ヤマダホールディングス － 210 100,170 
アークランドサカモト 70 － － 
ニトリホールディングス 3 10 130,400 

銀行業（4.6％）    
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,070 950 688,845 
三井住友フィナンシャルグループ 117 140 586,460 
ふくおかフィナンシャルグループ － 45 111,195 
みずほフィナンシャルグループ 17 17 26,936 

証券、商品先物取引業（0.6％）    
ジャパンインベストメントアドバイザー 29 － － 
ＳＢＩホールディングス 63.2 65 177,385 
野村ホールディングス 300 － － 

保険業（3.5％）    
かんぽ生命保険 － 70 147,630 
ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス － 45 186,075 
東京海上ホールディングス 65 30 226,500 
Ｔ＆Ｄホールディングス 269 360 529,920 

銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
その他金融業（1.4％）    
オリックス 179.2 140 316,400 
三菱ＨＣキャピタル － 180 120,240 
イー・ギャランティ 60 － － 

不動産業（1.4％）    
オープンハウスグループ 18 － － 
三井不動産 93.5 97 271,454 
東京建物 91.8 70 149,590 

サービス業（5.9％）    
アイティメディア 25 － － 
ＦＲＯＮＴＥＯ － 38 31,274 
エムスリー － 6 26,766 
セプテーニ・ホールディングス 400 210 102,060 
イオンファンタジー 55 － － 
オリエンタルランド 12 8 160,800 
ラウンドワン 100 55 108,680 
ＩＢＪ 20 － － 
フリークアウト・ホールディングス － 66 95,964 
リクルートホールディングス 58.8 60 263,820 
日本郵政 － 380 362,748 
ベルシステム２４ホールディングス － 60 88,380 
エアトリ 31 30 79,170 
ウェルビー － 130 95,290 
ライトアップ － 10 10,390 
スプリックス 50 － － 
ａｎｄ ｆａｃｔｏｒｙ 46 － － 
ＮＥＸＴＯＮＥ 10 － － 
グッドパッチ － 32 28,064 
表示灯 27 － － 
全研本社 50 90 67,050 
メディア総研 1.8 － － 
共立メンテナンス － 20 105,000 
東京都競馬 43 48 201,840 

合 計 
 千株 千株 千円 

株 数 ・ 金 額 10,952.4 13,021.8 31,051,447 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ 158銘柄 174銘柄 <97.6％> 

（注１）銘柄欄の( )内は、期末の国内株式評価額に対する各業種の比
率です。 

（注２）合計欄の＜ ＞内は、期末の純資産総額に対する評価額の比率
です。 

（注３）評価額の単位未満は切捨ててあります。 
 
（2）先物取引の銘柄別期末残高 

銘 柄 別 当 期 末 
買 建 額 売 建 額 

国
内
 百万円 百万円 
Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 427 － 
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■投資信託財産の構成 2022年８月29日現在 
 

項         目 当    期    末 
評 価 額 比   率 

 千円 ％ 
株 式 31,051,447 95.6 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 1,428,238 4.4 
投 資 信 託 財 産 総 額 32,479,686 100.0 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
 
■資産、負債、元本および基準価額の状況 

 
(2022年８月29日)現在 

項 目 当 期 末 
(A) 資 産 32,479,686,368円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 1,352,252,512 
株 式(評価額) 31,051,447,700 
未 収 入 金 49,171,156 
未 収 配 当 金 31,520,000 
差 入 委 託 証 拠 金 △4,705,000 

(B) 負 債 656,268,583 
未 払 金 602,458,583 
未 払 解 約 金 53,810,000 

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 31,823,417,785 
元 本 20,577,795,567 
次 期 繰 越 損 益 金 11,245,622,218 

(D) 受 益 権 総 口 数 20,577,795,567口 
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 15,465円 

（注１）期首元本額 19,300,655,918円 
追加設定元本額 4,349,139,245円 
一部解約元本額 3,071,999,596円 

（注２）期末における元本の内訳 
Ｏｎｅ国内株オープン 10,095,180,522円 
Ｏｎｅ国内株オープン（年２回決算型） 1,016,556,862円 
Ｏｎｅ国内株オープンＦ（ＦＯＦｓ用）（適格機関投資家専用） 
 9,466,058,183円 
期末元本合計 20,577,795,567円 

■損益の状況 
 

当期 自2021年８月31日 至2022年８月29日 
項 目 当   期 

(A) 配 当 等 収 益 604,204,781円 
受 取 配 当 金 604,230,140 
そ の 他 収 益 金 84,242 
支 払 利 息 △109,601 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 879,122,052 
売 買 益 4,448,120,084 
売 買 損 △3,568,998,032 

(C) 先 物 取 引 等 取 引 損 益 65,993,080 
取 引 益 175,232,460 
取 引 損 △109,239,380 

(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 1,549,319,913 
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 9,226,381,954 
(F) 解 約 差 損 益 金 △1,710,580,404 
(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 2,180,500,755 
(H) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 11,245,622,218 

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ) 11,245,622,218 
（注１） (B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引損益は期末の

評価換えによるものを含みます。 
（注２） (F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注３） (G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

 


